　社会教育をめぐる国と大阪府の状況
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国　　　　　の　　　　　状　　　　　況　（社会教育に関する項目の主な抜粋）





府　の　状　況（社会教育に関する項目の主な抜粋）





大阪府教育振興基本計画（案）（H25.２）











第１章　今後の社会教育行政等の推進の在り方について


【社会教育行政が抱える課題】


〇地域コミュニティの変質への対応


　・コミュニティ再生への対応が不十分


〇多様な主体による社会教育事業の展開への対応


・様々な課題への対応が不十分


〇社会教育の専門的職員の役割の変化への対応














【今後の社会教育行政の取組みの方向性】


〇今後、社会教育行政は、相互学習等が活発に行われるよう環境を醸成する役割を一層果たしていくことが必要。このため、今こそ、従来の「自前主義」から脱却し、首長部局・大学等・民間団体等と連携して、地域住民も一体となって協働して、「ひらく・つながる・むすぶ」といった機能を様々な領域で発揮する、「社会教育行政の再構築」（ネットワーク型行政の推進）を実施していくことが必要。


・関係行政部局との連携・協働の推進


　・小・中学校・高等学校、大学等との連携・協働の推進


・民間団体の諸活動との連携・協働の推進


・企業との連携・協働の推進


・地域社会を担う人材の育成





第６期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理（中間とりまとめ）（H24.９）





日本再生戦略（H24.7）











〇課題に対する解決策を見出すために、社会の多様な主体が、能力や資源を最大限に発揮し、創造的結合によって新たな価値を「共に創る」ことが必要。それが「共創の国」（注）の姿である。


　（注）「共創の国」は、すべての人に「居場所」と「出番」があり、全員参加、生涯現役で、各々が「新しい公共」の担い手となる社会である。








【策定の趣旨】


〇教育に求められる役割や教育行政に対する保護者や府民の期待が大きくなっており、そうしたニーズにしっかり応えるためには、不断の教育改革が必要。


〇これまで大阪が大切にしてきた、違いを認め合い、子ども一人ひとりの力を伸ばす教育をさらに発展させるとともに、大阪の子どもたちが、次代の社会を担う自立した大人になっていけるような力をはぐくむため、大阪府における教育の振興に関する基本的な目標や施策の大綱、施策を総合的かつ計画的に推進するための事項をとりまとめ。


【計画の期間】


〇平成25年度から平成34年度までの10年間


【教育振興の目標】


〇社会総がかりで大阪の教育力の向上


　・学校・家庭・地域それぞれの教育力を高め、互いに連携した取組みの推進


・企業等の参画


【基本方針】


〇９　地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します。








第２期教育振興基本計画について（審議経過報告）（H24.８)








【東日本大震災を契機に】


〇被災から見出された希望


　・避難所運営や高齢者の世話などのボランティアに主体的に取り組む被災地の子どもたち。


　・地域住民、ボランティア、大学・ＮＰＯ・企業などの献身的かつ積極的な行動


　　⇒「人の絆」の存在





〇震災からの教訓


　・困難に直面してもあきらめず、自ら考え行動する力の重要性


　・未来志向の社会づくりをめざすための人材育成の重要性


　・すべての子ども・若者が安心して必要な力を身につけていける環境整備の重要性


　・人々や地域間・各国間に存在するつながり（絆）や、人と自然の共生の重要性





【我が国の教育を取り巻く現状】


①少子高齢化


　・生産年齢人口の減少、社会保障費の拡大など


　⇒社会活力の低下


②厳しさを増す経済環境


　・国際競争の激化


　・急激な円高傾向や生産拠点の海外移転による産業の空洞化


　⇒経済規模の拡大のみの追求の限界


③雇用環境の変容


　・従前の雇用慣行の変容


　・企業内教育による人材育成の機能の低下、雇用のミスマッチ


　⇒失業率・非正規雇用のさらなる拡大


　⇒若者の貧困化


④社会のつながりの希薄化など


　・核家族・一人親世帯などの家族形態の変化


　・価値観・ライフスタイルの多様化


　⇒社会の“絆”の喪失、個々の孤立化


⑤格差の再生産・固定化


　・地域間、（同一）世代間の社会的・経済的格差の進行


　・教育や就業状況による格差の再生産と固定化


　⇒個人の意欲減退


⇒社会の活力の低下や不安定化


⑥豊かさの変容


　・大量生産・大量消費という物質的豊かさの追求への疑問

















〇今後の社会の方向性


・「自立」「協働」「創造」が可能となるような生涯学習社会を実現。


〇教育行政の４つの基本的方向性


・絆づくりと活力あるコミュニティの形成


　　～社会が人を育み、人が社会をつくる好循環～





大阪府社会教育委員会議での意見





〇つながらないと解決できないことを明確にすることが必要


〇これまでの教育コミュニティの枠を超える形で、企業やＮＰＯなど新たな主体を巻き込んで活性化することが必要


〇学校を軸とした教育コミュニティだけでなく、ＮＰＯや企業を巻き込みながら、コミュニティ全体のエンパワメントに社会教育がどう関与できるか考えることが必要








